
第３５号議案 

中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

この条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法第９６条第１項第１号の規定

により、議会の議決を求める。 

  平成３０年６月１２日提出 

中間市長  福田 浩   



中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例の一部を改正する条例 

中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例（平成26年中間市条例第30号）の一部

を次のように改正する。 

第３条第１項中「である者」を削る。 

第４条第４項中「介護保険施設」の次に「、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成17年法律第123号）第51条の17第１項第１号に規定する指定特定相

談支援事業者」を加え、同条に次の１項を加える。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置

すること等必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施すること等

の措置を講じるよう努めなければならない。 

第５条中「必要な数」を「一以上の員数」に改め、「当たる」の次に「必要な数の」を加

え、同条後段を削る。 

第７条第２項中「である」を「であり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者等を

紹介するよう求めることができる」に改め、同条第６項を同条第８項とし、同条第５項中

「電磁的方法により」を「第４項の規定により」に改め、同項第１号中「第３項第１号及び

第２号」を「第４項各号」に改め、同項を同条第７項とし、同条中第４項を第５項とし、同

項の次に次の１項を加える。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事業者の使用に係る電子

計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう。 

第７条第３項中「第５項」を「第７項」に改め、同項第１号中「（指定介護予防支援事業

者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と電子通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）」を削り、同項を同条第４項とし、同条第２項の

次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた場合に

は、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

第21条第２項中「指定介護予防支援の業務を担当させなければ」を「よって指定介護予防

支援の業務を提供しなければ」に改める。 

第28条第５項中「国民健康保険団体連合会」を「国保連」に改める。 

第30条中「指定介護予防支援事業所」を「事業所」に改める。 

第31条第１項中「記録」を「諸記録」に改める。 

第33条第２号中「ものとする」を削り、同条第９号中「サービス担当者会議」の次に

「（担当職員が介護予防サービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本と

しつつ、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サービス等の担当者（以下

この条において「担当者」という。）を招集して行う会議をいう。以下同じ。）」を加え、



同条第14号の次に次の１号を加える。 

(14)の２ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受

けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その他の利用者の心

身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医

師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。 

第33条第21号中「次号」の次に「及び第22号」を加え、同号の次に次の１号を加える。 

(21)の２ 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、

当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。 

第34条第１号中「口腔
くう

」を「口腔」に改める。 

附 則 

この条例は、平成30年７月１日から施行する。 



中間市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等に関する条例

新旧対照表 

改正後 改正前 

（指定介護予防支援事業者の資格） （指定介護予防支援事業者の資格） 

第３条 法第115条の22第２項第１号（法第115条の31において読み替

えて準用する法第70条の２第４項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める者は、法人とする。 

第３条 法第115条の22第２項第１号（法第115条の31において読み替

えて準用する法第70条の２第４項において準用する場合を含む。）

に規定する条例で定める者は、法人である者とする。 

２ （略） ２ （略） 

（基本方針） （基本方針） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域

包括支援センター、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の７

の２に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、

他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）

第51条の17第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者、住民

による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取

組を行う者等との連携の確保に努めなければならない。 

４ 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当たっては、市、地域

包括支援センター、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の７

の２に規定する老人介護支援センター、指定居宅介護支援事業者、

他の指定介護予防支援事業者、介護保険施設、住民による自発的な

活動によるサービスを含めた地域における様々な取組を行う者等と

の連携の確保に努めなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等

のため、責任者を設置すること等必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施すること等の措置を講じるよう

努めなければならない。



（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下

「指定介護予防支援事業所」という。）ごとに一以上の員数の指定

介護予防支援の提供に当たる必要な数の保健師その他の指定介護予

防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職員」という。）を

置かなければならない。 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下

「指定介護予防支援事業所」という。）ごとに必要な数の指定介護

予防支援の提供に当たる保健師その他の指定介護予防支援に関する

知識を有する職員（以下「担当職員」という。）を置かなければな

らない。この場合において、指定介護予防支援事業所ごとに置く担

当職員の員数は、１人以上とする。

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、介護予防サービス計画が第４条に規定する基本方

針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数

の指定介護予防サービス事業者等を紹介するよう求めることができ

ること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、介護予防サービス計画が第４条に規定する基本方

針及び利用者の希望に基づき作成されるものであること等につき説

明を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及

び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならな

い。

４ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７

項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供するこ

３ 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出

があった場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第５

項で定めるところにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得

て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を使用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供するこ



とができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

とができる。この場合において、当該指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。 

(１) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるも

の 

(１) 電子情報処理組織（指定介護予防支援事業者の使用に係る電

子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と電

子通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方

法のうちア又はイに掲げるもの 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(２) （略） (２) （略） 

５ （略） ４ （略） 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定介護予防支援事

業者の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をい

う。

７ 指定介護予防支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定す

る重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込

者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及

び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

５ 指定介護予防支援事業者は、電磁的方法により第１項に規定する

重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び

内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならな

い。 

(１) 第４項各号に掲げる方法のうち指定介護予防支援事業者が使

用するもの 

(１) 第３項第１号及び第２号に掲げる方法のうち指定介護予防支

援事業者が使用するもの 

(２) （略） (２) （略） 

８ （略） ６ （略） 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第21条 （略） 第21条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当 ２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当



該指定介護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援の

業務を提供しなければならない。ただし、担当職員の補助の業務に

ついては、この限りでない。 

該指定介護予防支援事業所の担当職員に指定介護予防支援の業務を

担当させなければならない。ただし、担当職員の補助の業務につい

ては、この限りでない。 

３ （略） ３ （略） 

（苦情への対応等） （苦情への対応等） 

第28条 （略） 第28条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防サービス計画に位置

付けた指定介護予防サービス又は指定地域密着型介護予防サービス

に対する苦情の国保連への申立てに関して、利用者に対し必要な援

助を行わなければならない。 

５ 指定介護予防支援事業者は、自らが介護予防サービス計画に位置

付けた指定介護予防サービス又は指定地域密着型介護予防サービス

に対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用

者に対し必要な援助を行わなければならない。 

６・７ （略） ６・７ （略） 

（会計の区分） （会計の区分） 

第30条 指定介護予防支援事業者は、事業所ごとに経理を区分すると

ともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他の事業の会計とを

区分しなければならない。 

第30条 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに

経理を区分するとともに、指定介護予防支援の事業の会計とその他

の事業の会計とを区分しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第31条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する諸記録を整備しておかなければならない。 

第31条 指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に

関する記録を整備しておかなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び 第33条 指定介護予防支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び



前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるも

のとする。 

(１) （略） (１) （略） 

(２) 指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと

を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行う。 

(２) 指定介護予防支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと

を旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行うものとする。 

(３)～(８) （略） (３)～(８) （略） 

(９) 担当職員は、サービス担当者会議（担当職員が介護予防サー

ビス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本とし

つつ、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護予防サ

ービス等の担当者（以下この条において「担当者」という。）を

招集して行う会議をいう。以下同じ。）の開催により、利用者の

状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防

サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地

からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由があ

る場合については、担当者に対する照会等により意見を求めるこ

とができるものとする。 

(９) 担当職員は、サービス担当者会議の開催により、利用者の状

況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該介護予防サ

ービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地か

らの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由がある

場合については、担当者に対する照会等により意見を求めること

ができるものとする。 

(10)～(14) （略） (10)～(14) （略） 

(14)の２ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者

に係る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用

者の服薬状況、口腔
くう

機能その他の利用者の心身又は生活の状況に

係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の

医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。

(15)～(20) （略） (15)～(20) （略） 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハ (21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハ



ビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合その

他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師又は歯科

医師（次号及び第22号において「主治の医師等」という。）の意

見を求めなければならない。 

ビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合その

他必要な場合には、当該利用者の同意を得て主治の医師又は歯科

医師（次号において「主治の医師等」という。）の意見を求めな

ければならない。 

(21)の２ 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計

画を作成した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等

に交付しなければならない。

(22)～(28) （略） (22)～(28) （略） 

（介護予防支援の提供に当たっての留意点） （介護予防支援の提供に当たっての留意点） 

第34条 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限

に発揮できるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。 

第34条 介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限

に発揮できるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。 

(１) 単に運動機能、口腔機能等特定の機能及び栄養状態の改善の

みを目指すものではなく、これらの機能の改善、環境の調整等を

通じて、利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援す

ることによって生活の質の向上を目指すこと。 

(１) 単に運動機能、口腔
くう

機能等特定の機能及び栄養状態の改善の

みを目指すものではなく、これらの機能の改善、環境の調整等を

通じて、利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援す

ることによって生活の質の向上を目指すこと。 

(２)～(８) （略） (２)～(８) （略） 


